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諮問第90号の答申 

人口推計の基幹統計としての指定について 

 

本委員会は、諮問第90号による人口推計の基幹統計としての指定について審議した結

果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

 

記 

 

１ 指定の適否 

人口推計については、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）第２条

第４項第３号に規定する基幹統計の要件に該当しているため、基幹統計として指定す

ることは適当である。 

 

２ 理由 

人口推計は、５年ごとに作成される国勢統計（総務省が所管する基幹統計）の間に

おける我が国に常住する外国人を含む全人口（全国及び都道府県別）を明らかにする

加工統計である。 

このため、人口推計は、各種政策の企画立案や国民経済計算（内閣府が所管する基

幹統計（加工統計））等の各種統計作成の基礎資料として利用されている。また、民

間研究機関等による各種研究においても地域別・年齢階級別の人口規模の把握などに

広 く 利 用 さ れ て い る ほ か 、 国 際 連 合 が 毎 年 作 成 し て い る 「 人 口 統 計 年 鑑 」

（Demographic Yearbook）にデータ提供されるなどしている。 

このように、人口推計は、全国的な政策を企画立案・実施する上で特に重要な統計

であり、民間における意思決定等にも広く利用され、国際比較を行う上でも特に重要

な統計と認められることから、法第２条第４項第３号に規定する基幹統計の要件に該

当するものと考えられる。 


